
新居浜市介護予防・生活支援サービス（指定相当訪問型サービス・指定相  

当通所型サービス）事業実施要綱  

 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第  

１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事

業」という。）の実施に関し、法、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。

以下「政令」という。）及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以

下「省令」という。）、介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図

るための指針（平成２７年厚生労働省告示第１９６号。）の規定及び介護予防・日常

生活支援総合事業のガイドラインについて（平成２７年６月５日老発０６０５第５号

厚生労働省老健局長通知。）並びに地域支援事業実施要綱（平成１８年６月９日付け

老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知。以下「通知」という。）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この要綱において使用する用語は、前条に掲げる法令等において使用する用語

の例による。  

 （事業の内容）  

第３条  市は、総合事業の第１号訪問事業・第１号通所事業として、次に掲げる介護予

防・生活支援サービス事業を行うものとする。  

（１）訪問型サービス 

   省令第１４０条の６３の６第１号イに規定するサービス（指定相当訪問型サービス） 

（２）通所型サービス  

   省令第１４０条の６３の６第１号イに規定するサービス（指定相当通所型サービス） 

 （事業の実施方法）  

第４条  指定相当訪問型サービス、指定相当通所型サービスについては、法第１１５条

の４５の３第１項の規定に基づく「指定事業者に第１号事業支給費を支給する方法」

により実施する。  

 （指定事業者が行う事業に要する費用の額）  

第５条  前条の規定により指定事業者（法第１１５条の４５の５第１項の規定により指

定を受けた者）により実施する総合事業（以下「指定事業者が行う事業」という。）
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に要する費用の額は、通知の別添１に定める月当たりの包括単価の単位数に、１０円

を乗じて算定するものとする。  

 （第１号事業支給費の給付の制限）  

第６条  第１号事業のうち指定事業者が行うサービスについては、法第６６条、第６７

条又は第６９条に規定する保険給付の制限等に準じて、給付の制限を行うものとする。  

 （利用料）  

第７条  指定事業者が行う事業の利用料は、第５条で定める額の１００分の１０に相当

する額とする。  

２  法第５９条の２第１項に規定する所得の額が同項の政令で定める額以上である居宅

要支援被保険者等にかかる利用料について前項の規定を適用する場合においては、前

項中「１００分の１０」とあるのは、「１００分の２０」とする。  

３  法第５９条の２第２項に規定する所得の額が同項の政令で定める額以上である居宅

要支援被保険者等にかかる利用料について第１項の規定を適用する場合においては、

第１項中「１００分の１０」とあるのは、「１００分の３０」とする。  

 （支給限度額）  

第８条  要支援者が指定事業者が行う事業を利用する場合は、法第５５条第１項の規定

により、支給限度額を算定するものとする。  

２  事業対象者が指定事業者が行う事業を利用する場合は、居宅介護サービス費等区分

支給限度基準額及び介護予防サービス費等区分支給限度基準額（平成１２年厚生省告

示第３３号）第２号イに定める要支援１の単位数により支給限度額を算定するものと

する。ただし、市長が必要と認めた場合は、同号ロに定める要支援２の単位数により

算定することができる。  

 （高額介護予防サービス費等相当事業）  

第９条  市は、指定事業者が行う事業に要した費用の合計額について、通知別記１第２

の１ア（コ）及び（サ）の規定により、高額介護予防サービス費相当事業及び高額医

療合算介護予防サービス費相当事業（以下「高額介護予防サービス費等相当事業」と

いう。）を実施するものとする。  

２  高額介護予防サービス費等相当額の支給要件、支給額その他高額介護予防サービス

費等相当額の支給については、政令第２９条の２の２及び第２９条の３の規定を準用

する。  
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３  政令第２９条の２の２の規定による申請書は第１号様式のとおりとする。  

４  政令第２９条の３の規定による申請書は第２号様式のとおりとする。  

５  前項までに規定するもののほか、高額介護予防サービス費等相当事業の実施に関し

必要な事項は、市長が別に定める。  

 （事業者の指定）  

第１０条  市長は、法第１１５条の４５の５第１項の規定による指定事業者の指定の申

請を受けたときは、その内容を審査し、指定の可否を決定し、その結果を当該申請を

した者に通知するものとする。  

２  前項の規定により指定を受けた者は、その旨を当該指定に係る事業所の見やすい場

所に掲示しなければならない。  

 （指定の基準）  

第１１条  指定相当訪問型サービス若しくは指定相当通所型サービス事業に係る指定事

業者の指定の基準は、介護保険施行規則等の一部を改正する省令（平成２７年厚生労

働省令第４号）第５条の規定による改正前の指定介護予防サービス等の事業の人員、

設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号）に規定する旧介護予防訪問介

護若しくは旧介護予防通所介護に係る基準その他厚生労働大臣が定める基準の例によ

る基準とする。この場合において、旧指定介護予防サービス等基準第３７条第２項及

び第１０２条第２項中「２年間」とあるのは、「５年間」とし、第１０４条中「非常

災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備

し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な

訓練を行わなければならない。」とあるのは、「指定事業者は、非常災害が発生した

場合における利用者の安全の確保のための体制、避難の方法等を定めた計画（以下

「事業所防災計画」という。）を策定し、当該指定事業所の見やすい場所に掲示して

おかなければならない。２  指定事業者は、事業所防災計画に基づき、非常災害時の

関係機関への通報及び関係機関との連携の体制並びに利用者を円滑に避難誘導するた

めの体制を整備し、定期的に、これらの体制について従業者及び利用者に周知すると

ともに、避難、救出等の必要な訓練を行わなければならない。３  指定事業者は、前

項の訓練の結果に基づき、事業所防災計画の検証を行うとともに、必要に応じて事業

所防災計画の見直しを行うものとする。４  指定事業者は、非常災害が発生した場合
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に従業者及び利用者が当該指定事業所において当面の避難生活をすることができるよ

う、必要な食糧、飲料水、医薬品その他の生活物資の備蓄に努めなければならな

い。」とする。  

 （指定の有効期間）  

第１２条  省令第１４０条の６３の７の市が定める期間は、当該指定の日から６年とす

る。ただし、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の

整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）附則第１３条の規定により訪問型サ

ービス又は通所型サービスに係る指定事業者の指定を受けたものとみなされた者に係

る平成３０年３月３１日までの有効期間を更新した者については、指定の期間は、

「指定の日から「改正前の介護予防の指定を受けた日から６年経過する日まで」」と

し、「指定の日から２年以内に「改正前の介護予防の指定を受けた日から６年経過す

る日」が到来する場合は、さらに６年経過する日まで」とする。  

２  指定申請者が法第４１条第１項の指定を受けた指定訪問介護事業者又は指定通所介

護事業者又は法第４２条の２第１項の指定を受けた指定地域密着型通所介護事業者で

ある場合は、当該期間は、指定申請者に係る当該指定訪問介護事業者等の指定の有効

期間満了日までの期間とする。  

 （指定の拒否）  

第１３条  第１０条に規定する指定事業者の指定については、当該事業者を指定するこ

とにより、新居浜市高齢者福祉計画介護保険事業計画に定める地域支援事業に係る計

画量を超過する場合その他市における地域支援事業の円滑かつ適切な実施に際し支障

が生じると認められる場合においては、これを行わないことができる。  

 （変更の届出等）  

第１４条  省令第１４０条の６２の３第２項第４号に規定する変更の届出は、その変更

があった日から１０日以内に行わなければならない。  

２  省令１４０条の６２の３第２項第５号に規定する事業の再開の届出は、その再開し

た日から１０日以内に行わなければならない。  

 （指定の更新）  

第１５条  市長は、法第１１５条の４５の６第４項において準用する法第１１５条の４

５の５第１項の規定による指定事業者の指定の更新の申請を受けたときは、その内容

を審査し、指定の更新の可否を決定し、その結果を当該指定事業者に通知するものと
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する。  

２  前項の規定により指定する旨の通知を受けた者は、その旨を当該指定に係る事業所

の見やすい場所に掲示しなければならない。  

（指定の取消し等）  

第１６条  市長は、法第１１５条の４５の９の規定により、指定事業者の指定を取り消

し、または期間を定めてその指定事業者の指定の全部若しくは一部の効力を停止した

ときは、その旨を当該指定事業者に通知するものとする。  

 （事業所情報の提供）  

第１７条  市長は、第１０条から前条までの規定による指定、届出の受理及び指定の取

消し等並びに省令第１４０条の６２の３第２項第６号の規定による事業の廃止又は休

止の届出の受理 (以下「指定等」という。 )をしたときは、愛媛県、愛媛県国民健康保

険団体連合会その他の機関に対して、当該指定等に係る事業所に関する情報のうち、

次に掲げる事項を提供することができる。  

（１）事業所の名称及び所在地  

（２）当該事業所の指定の申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の

氏名、生年月日、住所及び職名  

（３）指定年月日及び指定更新年月日並びに指定有効期間満了日  

（４）指定、事業の開始、変更、廃止、休止若しくは再開又は指定の取消しの年月日  

（５）運営規程  

（６）介護保険事業所番号  

（７）管理者の氏名、生年月日及び住所  

（８）その他市長が必要と認める事項  

 （その他）  

第１８条  この要綱に定めるもののほか、指定事業者が行う事業の実施に関し必要な事

項は、市長が別に定める。  

附  則  

１  この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、次項及び附則第３項の規

定は、制定の日から施行する。  

（準備行為）  

２  この要綱による指定を受けようとする者は、この要綱の施行前においても指定の申
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請を行うことができる。  

３  市長は、前項の申請があった場合には、この要綱の施行前においても、指定をする

ことができる。この場合において、当該指定は、この要綱の施行の日にその効力を生

ずる。  

附  則  

 （施行期日）  

１  この要綱は、平成２９年１０月１日から施行し、この要綱による改正後の第９条

第３項及び第４項の規定は、平成２９年４月１日から適用する。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成３１年４月１日から施行し、この要綱による改正後の第７条第

２項及び第３項の規定は、平成３０年８月１日から適用する。  

（経過措置）  

２  この要綱の施行の際現に改正前の新居浜市介護予防・生活支援サービス（介護予

防訪問介護相当サービス・介護予防通所介護相当サービス事業実施要綱（以下「旧

要綱」という。）の様式の規定により使用されている書類は、改正後の新居浜市介

護予防・生活支援サービス（介護予防訪問介護相当サービス・介護予防通所介護相

当サービス）事業実施要綱の様式の規定によるものとみなす。  

３  この要綱の施行の際現に旧要綱の様式の規定により作成されている用紙は、当分

の間、これを使用し、又は所要の調整をして使用することができる。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式（次項において「旧様

式」という。）の規定により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式の

規定によるものとみなす。  

３  この要綱の施行の際現にある旧様式の規定により作成されている用紙は、当分の間、  

 これを使用し、又は所要の調整をして使用することができる  

附  則  
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（施行期日）  

１  この要綱は、令和４年６月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式（次項において「旧様

式」という。）の規定により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式の

規定によるものとみなす。  

３  この要綱の施行の際現にある旧様式の規定により作成されている用紙は、当分の間、

これを使用し、又は所要の調整をして使用することができる。  

（施行期日）  

１  この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式（次項において「旧様

式」という。）の規定により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式の

規定によるものとみなす。  

３  この要綱の施行の際現にある旧様式の規定により作成されている用紙は、当分の間、

これを使用し、又は所要の調整をして使用することができる。  

 

 



第１号様式（第９条関係）   

高額総合事業サービス費支給申請書  

フ リ ガ ナ  保険者番号 新居浜市 ３ ８ ２ ０ ５ １ 

被保険者氏名 

 被保険者番号 ０ ０ ０ ０       

個 人 番 号             

生 年 月 日            年   月   日生 

住 所 

〒   － 

該 当 月 分 支 払 額 合 計                           円 

（宛先）新居浜市長 

上記のとおり高額総合事業サービス費の支給を申請します。 

また、既に支給した高額総合事業サービス費又は負担割合が変更された総合事業費について、過誤 

調整等により支給額の減額の決定がなされた場合、以降の高額総合事業サービス費の支給額と差額の 

調整を行うことに同意します。 

 

   年   月   日 

申 請 者 

（被保険者） 

住 所 

 

氏 名                    電話番号 

第２連絡先 

氏 名  被保険者との関係  

住 所  電 話 番 号  

注意事項 

１ 今回の支給以降、高額総合事業サービス費が支給される場合、申請の手続は不要となります。また、 

支給金額は今回申請した指定口座に振り込まれます。 

２ 給付制限を受けている方は、高額総合事業サービス費の支給ができない場合があります。 

 

高額総合事業サービス費を次の口座に振り込んでください。  

口 座 振 込

依 頼 欄  

金融機関コード  店舗コード  
種 目 口 座 番 号  

       

銀 行 

農 協 

金 庫 

本 店 

支 店 

出張所 

１  普通預金 

２  当座預金 

３  そ の 他 

       

フ リ ガ ナ   

口 座 名 義 人   

 

市記入欄 

審 査 申請登録 結果登録 

   

 



 

 

委 任 状 

 
    年   月   日  

（宛先）新居浜市会計管理者  

 

 

私が新居浜市から支払いを受ける高額総合事業サービス費の受領に関す  

る権限を下記の者に委任します。  
 

委 任 者 

（被保険者）  

住所  

氏名  
 

受 任 者 

（口座名義人） 

住所  

氏名  

※口座名義人が申請者（被保険者）と異なる場合に、記入してください。  

 

相 続 人 代 表 者 届 出 書 

 
  年   月   日  

（宛先）新居浜市長  

 

 

           の死亡により高額総合事業サービス費の受領に  

ついて、相続人の間で意義が生じても、私が全責任をもって解決します。  

相 続 人 

住所  

氏名  
 

続柄  

※申請前に被保険者本人が死亡されている場合に、記入してください。  

市記入欄  

受  付 受付方法 個人番号確認 備   考 

 １ 窓 口 

２ その他 

（        ） 

１ 通知カード又はその写し 

２ 個人番号カード又はその写し 

３ その他（         ） 

 

 

 



第２号様式（第９条関係） 

高額医療合算総合事業サービス費等支給申請書兼自己負担額証明書交付申請書 

申請対象年度      年度 申請区分 １ 新規 ２ 変更 ３ 取下げ （保険者等記入欄） 支給申請書整理番号  

申請形態 １ 計算期間末日以降申請（期間中死亡・生保適用・海外移住者なし） ２ 計算期間末日以降申請（期間中死亡者あり） ３ 計算期間末日以降申請（期間中生保適用・海外移住者あり） ４ 死亡・海外移住者等計算期間中申請 
 

フリガナ  

生年月日 年   月   日 
個人番号             

氏  名 

 

計算期間の始期及び終期     年  月 ～     年  月 

国民健康保険資格情報 

保険者番号 被保険者証記号 被保険者証番号 続柄 保険者名称 加入期間 

   
１ 世 帯 主 

２ 擬制世帯主 

３ 世 帯 員 
     年  月  日から    年  月  日まで 

後期高齢者医療資格情報 

保険者番号 被保険者番号 広域連合名称 加入期間 

       年  月  日から    年  月  日まで 

介護保険資格情報 

保険者番号 被保険者番号 保険者名称 加入期間 

３８２０５１  新居浜市     年  月  日から    年  月  日まで 

支給方法 口座管理

番号 振込口座 

記 入 欄 

銀  行 

信用金庫 

農  協 

（    ） 

金融機関コード 本 店 

支 店 

出張所 

支 所 

店舗コード 種目 口座番号 フリガナ  振込先口座 

管理番号 

１ 口座振込        

１ 普通預金 

２ 当座預金 

３ そ の 他 

       口座名義人  

１  

保
険
者
加
入
歴 

 保険者名 加入期間 添付の自己負担額証明書整理番号 

備考欄  

受付印 

１  
      年    月    日 から 

      年    月    日 まで 
 

 

２  
      年    月    日 から 

      年    月    日 まで 
 

３ 

 

      年    月    日 から 

      年    月    日 まで 

 入

力 
 

確

認 
 

 

（宛 先） 

  〒７９２－８５８５ 愛媛県新居浜市一宮町一丁目５番１号 

            新居浜市長 

 

① 上記対象者について、高額医療合算総合事業サービス費の支給を申請します。 

  ② 上記対象者について、自己負担額証明書の交付を申請します。 

  なお、申請にあたり、世帯等の個人住民税の課税状況、及び他保険自己負担額等を担当職員が確認することに同意いたし 

ます。 

 ※自己負担額証明書の交付申請を行う場合、①、②のいずれも丸で囲んでください。 

  高額医療合算総合事業サービス費の支給申請を行う場合、①のみを丸で囲んでください。 

    年    月    日 

郵便番号 

住   所 

申 請 者 

（被 保 険 者） 

電話番号 
 

  枚中  枚目 
 


